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都市計画マスタープランは企業誘致等を優先

優良農地127haの減少には反対
都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
は
、
２

０
２
０
年
度
か
ら
２
０
３
１
年
度
を
期

間
と
す
る
都
市
計
画
の
基
本
方
針
を
定

め
た
も
の
で
、
具
体
的
に
は
土
地
利
用

及
び
市
街
地
整
備
、
道
路
整
備
な
ど
の

方
針
で
す
。
土
地
利
用
の
特
徴
は
、
企

業
誘
致
を
す
す
め
る
産
業
促
進
拠
点
と

し
て
、
上
図
の
①
か
ら

⑥
と
し
、
新
た
に
③
八

橋
町
東
部
地
区
、
④
牛

田
IC
北
地
区
、
⑤
西
中

IC
西
地
区
、
⑥
谷
田
町

北
部
地
区
の
４
地
区
を

加
え
企
業
立
地
を
推
進

す
る
方
針
で
す
。
産
業

促
進
拠
点
に
指
定
さ
れ

た
地
区
面
積
は
74
ha
で

す
。
ま
た
、
将
来
の
人

口
増
に
対
応
す
る
た
め

に
居
住
促
進
拠
点
を
４

地
区
53
ha
を
指
定
。
こ

れ
ら
全
て
市
街
化
調
整

区
域
内
の
優
良
農
地
で

す
。
計
画
通
り
に
進
め

ば
１
２
７
ha
の
農
地
が

減
少
し
ま
す
。
こ
れ
で

い
い
の
で
し
ょ
か
。

「
産
業
促
進
拠
点
の
見
直
し
を
求
め

る
陳
情
書
」
で
陳
情
者
は
、
産
業
促
進

拠
点
の
合
計
面
積
74
ha
に
つ
い
て
、

「
知
立
市
の
農
地
が
４
０
０
ha
に
満
た

な
い
現
状
で
は
あ
ま
り
に
も
過
大
」
、

「
農
地
の
大
幅
減
少
に
よ
り
営
農
と
し

て
経
営
を
継
続
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
」

と
訴
え
、
「
産
業
促
進
拠
点
の
地
域
並

び
に
面
積
規
模
の
見
直
し
」
を
求
め
て

い
ま
す
。
日
本
共
産
党
は
、
陳
情
者
の

営
農
へ
の
思
い
に
寄
り
添
い
都
市
計
画

マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
に
反
対
を
表
明
、
問

題
点
を
指
摘
し
ま
し
た
。

◆
市
は
74
ha
に
つ
い
て
、
「
西
三
河
の

経
済
成
長
の
中
か
ら
計
算
し
た
も
の
で

直
ぐ
知
立
に
需
要
が
あ
る
か
ど
う
か
で

判
断
し
て
い
な
い
」
と
説
明
し
て
お
り
、

需
要
と
供
給
に
基
づ
い
て
い
な
い
こ
と
。

◆
産
業
促
進
拠
点
74
ha
は
余
り
に
も
過

大
で
、
営
農
を
生
業
と
す
る
農
業
者
及

び
法
人
は
収
入
減
で
大
打
撃
に
な
る
。

◆
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
に
は
、
「
産
業
地

の
確
保
に
あ
た
っ
て
は
、
農
業
関
係
者

等
と
の
調
整
」
を
記
載
し
て
い
る
が
、

い
つ
の
段
階
で
ど
う
調
整
す
る
の
か
、

営
農
者
の
希
望
す
る
耕
作
面
積
が
確
保

で
き
る
か
不
明
。
◆
市
は
「
農
業
経
営

が
悪
化
し
な

い
施
策
で
応

え
た
い
」
と

し
て
い
る
が
、

農
地
の
減
少

面
積
に
よ
る

減
収
を
カ
バ
ー

で
き
る
の
か

疑
問
。
ま
た
、
施
策
実
施
の
予
算
の
確

保
は
不
明
と
指
摘
し
ま
し
た
。

そ
し
て
、
同
じ
法
人
が
提
出
し
た

「
農
業
振
興
を
求
め
る
陳
情
書
」
で
は
、

「
農
業
機
械
導
入
へ
の
支
援
、
あ
ぜ
撤

去
に
よ
る
区
画
拡
大
へ
の
支
援
」
、

「
支
援
の
た
め
の
予
算
措
置
」
を
求
め

て
い
ま
す
。
市
は
陳
情
項
目
を
真
摯
に

受
け
と
め
、
営
農
者
の
不
利
益
に
な
ら

な
い
対
応
を
強
く
求
め
ま
し
た
。

３
月
市
議
会
に
都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
が
提
案
さ
れ
ま
し
た
。

こ
れ
に
対
し
、
農
業
法
人
ア
グ
リ
知
立
か
ら
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
に
あ
る

「
産
業
促
進
拠
点
の
見
直
し
を
求
め
る
陳
情
書
」
が
提
出
さ
れ
ま
し
た
。

３
月
18
日
の
最
終
本
会
議
で
、
日
本
共
産
党
の
２
議
員
以
外
は
、
マ
ス

タ
ー
プ
ラ
ン
に
賛
成
、
「
産
業
促
進
拠
点
の
見
直
し
を
求
め
る
陳
情
書
」

に
は
反
対
、
不
採
択
に
し
ま
し
た
。
以
下
、
日
本
共
産
党
の
都
市
計
画

マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
に
対
す
る
反
対
討
論
の
要
旨
で
す
。

３ 月

市議会

農
業
法
人
提
出
の
「
プ
ラ
ン
見
直
し
」
の
陳
情

日
本
共
産
党
は
賛
成
、
他
会
派
の
反
対
で
不
採
択
に

陳
情
項
目
を
真
摯
に
受
け
と

め
農
業
振
興
に
全
力
尽
く
せ

都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン

産
業
促
進
拠
点
を
６
地
区
に

陳
情
者
に
寄
り
添
い
プ
ラ
ン

に
反
対
、
問
題
点
を
指
摘

③④

①

②

⑥⑤
《産業促進拠点》

①西町本田地区

②上重原北部地区

③八橋町東部地区

④牛田IC北地区

⑤西中IC西地区

⑥谷田町北部地区

現行の国民健康保険税（円）

区分 医療分
後期高齢者

支援分

介護

納付分

所得割(％) 5.02 2.36 2.28

均等割(円) 22,200 10,000 11,700

平等割

(円)

普通世帯 15,800 7,100

5,800
特定世帯 7,900 3,550

特定継続

世帯
11,850 5,325

賦課限度額(万）58（61） 19 16

◆医療分の課税限度額は61万円に引き上げ

日本共産党

NO．2027号掲載の国民健康保険税を記載の表
に誤りがあり、下表に訂正・お詫びします。

Å

B

D

C

《居住促進拠点》

Å上重原鳥居地区

Ｂ上重原蔵福寺地区

Ｃ八橋町山田谷地区

Ｄ西中町跡落地区


